

別紙１
二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（二国間クレジット制度資金支援事業）
水素製造・利活用第三国連携事業　実施報告書

	国名及び事業名
	和文名： 
英文名： 

	代表事業者名
	和文名： 
英文名： 

	代表事業者
の連絡先
	氏名（責任者）
	部署名・役職名
	所在地

	
	
	
	〒

	
	電話番号
	E-mailアドレス
	

	
	
	
	

	
	氏名（窓口）
	部署名・役職名
	所在地

	
	
	
	〒

	
	電話番号
	E-mailアドレス
	

	
	
	
	

	共同事業者名①
	

	共同事業者
の連絡先
	氏名（責任者）
	部署名・役職名
	所在地

	
	
	
	

	
	電話番号
	E-mailアドレス
	

	
	
	
	

	共同事業者名②
	

	共同事業者
の連絡先
	氏名（責任者）
	部署名・役職名
	所在地

	
	
	
	

	
	電話番号
	E-mailアドレス
	

	
	
	
	

	事業の主たる実施場所（所在地）
	

	＜１．事業の概要・目的＞

	（１）事業概要



（２）事業目的





	＜２．事業の実施体制＞

	













	＜３．事業内容＞

	【対象とする国・地域の概要】




【対象とする脱炭素、水素製造・利活用技術の概要及び国内における活用状況】




【実証の計画・方法・成果】




【対象とする国・地域における事業化・普及の見込み】



【その他】



	＜４．事業の効果＞

	【事業化時のＣＯ２削減効果】

年間ＣＯ２排出削減量=（【利活用時】の年間ＣＯ２排出削減量）－{（【製造】時のＣＯ２排出量）＋（【貯蔵・輸送】時のCO2排出量）}＝＿＿＿＿[tＣＯ２/年]

・【製造】時のＣＯ２排出量：＿＿＿＿[tＣＯ２/年]
・【貯蔵・輸送】時のＣＯ２排出量：＿＿＿＿[tＣＯ２/年]
・【利活用時】の年間ＣＯ２削減量：＿＿＿＿[tＣＯ２/年]
・法定耐用年数：＿＿[年]　 



	＜５．資金計画と採算性＞

	（１）事業費概算


（２）資金計画



	＜６．補助対象経費に含まれる設備・機器、工事などの調達＞

	（１）補助対象経費に含まれる設備・機器等の中に、補助対象事業者自身から調達するものが
①　含まれる
・該当する設備・機器の名称：
　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
②　含まれない


（２）国際コンソーシアム構成員からの製品等の調達
設備１：[○○]　調達先 [　　　　　　　　]
設備２：[○○]　調達先 [　　　　　　　　]
工事１：[○○]　調達先 [　　　　　　　　]


	＜７．本実証事業実施スケジュール＞

	








	＜８．事業化時・普及時の事業計画＞

	（１）事業化時の事業プラン


（２）選定するパートナー


（３）事業体制（仕入・製造・保守・管理部門等の人員）


（４）成長性と収益性（仕入れ先、販売先、売上高、損益見込み）


（５）事業化の際の必要資金額とその調達計画


（６）見込まれる事業化スケジュール


（７）事業実施にあたり想定されるリスクとその対処方法


（８）JCM設備補助事業等活用見込


（９）将来的な国内への技術還流及び国内のCO2削減効果への貢献の見込み




注１　本計画書に、記入内容の根拠資料等を添付する。
注２　記入欄が少ない場合は、本様式を引き伸ばして使用する。


